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研究成果の概要（和文）：欧州諸国と日本の森林管理の比較分析から森林管理制度と管理組織の特徴を把握し，
以下の視点から地域ガバナンスの構築に向けた課題を明らかにした。森林管理の長期持続性を支えた歴史的背景
として，森林所有・経営の形成過程と森林管理組織・基礎自治体の領域安定性及び森林・林業政策の枠組みと地
域森林管理の実践の地域統合のあり方に注目し,1) 持続可能な森林管理の国際的枠組みと地域実践の統合，2) 
社会経済環境の変化を現場管理に的確に反映する林業組織・経営システム，3) 行政組織と森林経営・産業組織
の協働関係の構築の重要性を指摘した。

研究成果の概要（英文）：A comparative analysis of forest management systems in European countries 
and Japan reveals the historical background underpinning the long-term sustainability of forest 
management and the challenges to building local governance from the following perspectives. Focusing
 on the territorial stability of forest management organisations and basic local governments based 
on the formation process of forest ownership and forest management, and the integration method of 
forest policy and local practice, the study examined 1) the integration of the international 
framework of sustainable forest management and local practice, 2) forestry organisations and 
management systems that accurately reflect changes in the socio-economic environment to on-site 
management, 3) the administrative organisation and forest The importance of building collaborative 
relationships between government organisations and forest management/industry organisations was 
pointed out.

研究分野： 森林管理制度論

キーワード： 地域森林管理　森林経営　経路依存性　森林管理制度　地域ガバナンス　管理・経営組織　市町村・財
産区有林　領域性

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
日本と欧州諸国の森林管理制度に関する国際比較を踏まえ，現代日本の森林管理の脆弱性を規定した歴史的基層
と制度変化の特徴を明らかにし，戦後林政の克服に向けた課題を地域視点から明らかにした。持続可能性に関す
る社会経済的研究は，国際社会が抱える複雑で長期的視点を不可欠とする問題群に対して，人間活動と自然環境
が調和した循環的で持続可能な社会の構築を目指す研究として，国際的関心が高い。地域森林管理の長期持続性
に関する国際比較研究の一翼を担う研究として，日本の森林管理に関する歴史と現状を把握するだけでなく，持
続可能な森林管理に関する地域課題の解決に向けた貢献が期待できる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
国際的な森林管理の理念と手法は，1990 年代以降，木材生産を中心とした林業的管理から 生

態的，社会的，経済的持続性を備えた順応的管理に転換された。国連環境開発会議 （UNCED）に
おける森林原則声明の採択と持続的森林管理制度の構築を国際的に牽引した欧州諸国では，森
林政策と土地利用・環境政策の統合による分野横断的政策リンケージが進行したが，日本の林
業・森林政策は現在も 1951 年森林法と 2001 年森林・林業 基本法に基づく国家政策を基軸とし
た森林整備と林業経営・木材産業対策を中心とする林業振興政策の枠組みから脱し得ていない。
日本と欧州諸国における森林管理に関する国際比較と国内実態調査を統合し，現代的森林管理
制度の枠組みと地域ガバナンスの構築に向けた課題を明らかにする必要がある。 
 
２．研究の目的 
本研究では封建社会から資本主義社会の展開のなかで育成林業が早くから展開した欧州諸国

と日本の森林管理の展開過程における地域・経営対応と経路依存性を把握し，長期的社会経済環
境の変化に順応する現代的森林管理と地域ガバナンスのあり方を検討した。日本と欧州諸国の
森林管理制度に関する国際比較を踏まえ，現代日本の森林管理の脆弱性を規定した歴史的基層
と制度変化の特徴を明らかにし，戦後林政の克服に向けた課題を地域視点から分析した。 
 
３．研究の方法 
図 1 に示した森林管理制度の歴史過程における制度変化の国際的枠組み理解に基づき，森林

管理の国際化と地域・経営対応に関する課題を 20 世紀の木材生産の拡大を中心とした私的・国
家的管理から 21 世紀の持続可能な森林管理への移行過程として把握した。日本と欧州諸国の森
林・林業政策の展開過程における経路依存性に注目し，従来の林政学による国家制度を中心とし
た把握に対して，土地・地方自治制度と森林・林業政策に関する重大局面における地域・経営対
応に注目し，その森林管理制度の特徴と管理・経営組織の存在形態を明らかにした。 

 
日本と欧州諸国の森林管理制度と林務組織，代表的森林経営組織と協同組合・林産企業を対象

に循環的森林経営の形成と土地利用・環境管理を統合した制度構築のメカニズムに注目し，現代
日本の森林管理の脆弱性に関して，①森林資源の循環利用・管理水準の低位性と循環経営システ
ムの不在，②住民的森林利用と林政に関する国民の非近親性，③公共的森林管理の制度的枠組み
の欠如と国際的潮流からの乖離を指摘し，地域段階の基礎自治体と森林経営，行政執行の基礎単
位を統合する地域ガバナンスと各領域の当事者性のあり方の重要性を指摘し，現代日本の森林
管理に関する課題と改善策を提示した。 
 
４．研究成果 
（1）現代日本の私有林問題の分析と学術図書の出版 
国内調査の結果を『現代日本の私有林問題』としてとりまとめ，2020 年度科研研究成果公開

促進費学術図書助成に採択された。同書では現代日本の私有林問題に関して，私有林の所有・保
有主体と受託組織，木材産業の分析から私有林問題の現局面とその克服に向けた制度・政策及び
経営・地域対応を検討した（志賀編著図書）。 
具体的には，国の戦後林政・森林整備施策の展開過程に対応した拡大造林から保育，利用間伐，

主伐への移行過程とそれに伴う地域・経営対応を時系列的に明らかにし，人工林資源の持続的管
理と循環利用の促進に関する課題を検討した（同書序章～第 2章）。分析対象の私有林の所有・
保有主体の多様性と階層性に注目し，農林家世帯，共有林・生産森林組合，大規模社有林の事例
分析と森林組合等の受託組織の実態調査を中心に林業センサス分析，集落調査，参与観察を統合

時期区分 ～18世紀 19世紀 21世紀
社会環境 封建的規制の撤廃 育成林業の展開 エネルギー革命・林産物貿易の拡大

領主経営・個人持山 持続可能な責任ある調達

村持入会山 多面的森林機能の発揮
領主的・私的管理

共同体的管理 公共的管理
政策課題
政策手法 林務組織と森林警察 保安林制度 施業計画・森林組合・補助　　

 ドイツ：森林令等 州森林法の制定 　 1975年連邦森林法・州森林法改正

スイス：各州森林法令 1876年連邦高山地帯森林警察法・1902年連邦森林警察法　　　　　1991年連邦森林法（2006・12・16年改正）

　ベルン州：1786年ベルン市森林令　1905年州林業法　　　1973年州林業法

スウェーデン：1903年森林法制定　所有者組合設立と製材加工の拡大　同組合の合併，Södraパルプ事業拡大　1993年森林法改正

日本：1897年森林法　1907年森林法　　1951年森林法　 1974年林業基本法　 2001年森林・林業基本法    2018年森林経営管理法

山林原野の官民有区分　町村制施行　　部落有林野統一　戦後改革　昭和の市町村合併　入会林野近代化法　　平成の市町村合併　

下戻・払下申請　町村組合の組織化　官行造林・県行造林　財産区設立　生産森林組合設立　財産区有林の市町村有林編入等　

森林利用 商業的木材生産の拡大

管理方式
　　　　　　　　　　　　　　　      私的・国家的管理

共同体的管理の解体・再編と所有・管理主体の移行

20世紀
不確実性の拡大と地球環境問題への対応

　図１　ドイツ語圏・北欧諸国と日本の森林利用・管理の展開と制度・地域対応

　　　持続可能な森林管理・森林認証・SDGs

オーストリア：1852年森林法　　　　　　　　1975年連邦森林法　　1997年連邦有林AG設立　2002年連邦森林法　2005年チロル森林令

所有権と利用権の調整　　　　　　保続的森林経営の確立

日本の森林法
制，土地・地方
制度と地域対応

フィンランド：1859年森林局設立，1886年森林法　1928年私有林法　1996年森林法・森林組合管理法改正，Metsä Group国際展開

ノルウェー：1917年森林局設立，流域単位に所有者組合設立　同組合の合併と林産企業買収　1993年森林法改正　2005年森林法

土地法・環境法との結合 近自然的循環経営

2005年バイエルン州森林法の改正等

1997年州森林法（2013年改正）　　
ドイツ語圏・北欧
諸国の森林法
制と林業組織



し，その現状を明らかにした（第 3章～第 6章）。森林管理の国際化に対応した森林管理の課題
について，国際標準に立脚したボトムアップ・アプローチの重要性を指摘し，それに対応した管
理制度・政策と管理組織の改革に向けた展望を示した（終章） 
 

（2）現代日本の公有林管理に関する分析 
日本の私有林管理に関しては，志賀編著『前掲書』に研究成果を公表したが，私有林に区分さ

れる生産森林組合，地縁団体，社団・財団法人，記名共有においても部落有林野を起源とした権
利関係を引き継いでいることが多く，その個人所有と異なる経緯を踏まえた対応が重要となる。
現在，公有林に区分される市町村・財産区・一部事務組合有林に関しては，地域レベルで重層的
領域性を持ち相互に関連し，その系譜は歴史過程に即した地域的多様性を持つ。特に戦前期の部
落有林野の整理統一から戦後の入会林野整理事業と市町村合併の進展のなかで，地域の共有林
と団体・組合有林，財産区・市町村有林は，その貸付や分収関係を含め，複雑で多様な相互関係
を形成している。 
こうした日本における公有林の系譜と現状を把握するため，富士南麓公有林を事例に市町村・

財産区・一部事務組合有林の形成過程と地域対応を検討した。富士南麓の広大な村々入会地は，
町村組合による管理から部落有林野統一を経て，昭和の市町村合併時に富士市・小山町域では市
町有林となり，御殿場市・裾野市域では財産区有林・団体有林に編入された。富士南麓の市町有
林と財産区有林の系譜と現況を把握し，さらに市町村・財産区・一部事務組合有林の全国動向と
大規模市有林の長期施業・経営委託や北海道市町村有林の循環利用に向けた課題を検討した（志
賀雑誌論文）。 
また，東日本の代表的市町・財産区有林の所有・管理主体である由利本荘市・南会津町・飯田

市の財産区を調査対象とし，明治期以降の財産区有林の所有・利用関係を規定した重要局面にお
ける地域対応と運営実態を検討した。現状の法的枠組みや個別制度を超えた地域森林管理の具
体的展望を描くためには，財産区の現存する共的セクターとしての管理実態のみならず，過去か
らの経路依存性を念頭に置いた現状認識とセクター間の移行・境界領域に即した分析の重要性
を指摘した（早舩・志賀雑誌論文）。 
 

（3）欧州・日本の森林管理と地域ガバナンスの国際比較 
海外調査に関しては，2020 年度以降，新型コロナウイルス感染症の世界的拡大の影響により

制約を受け，研究成果のとりまとめが遅れたが，代表研究者・分担研究者を中心に日本と欧州 8
か国の地域森林管理に関する比較研究の成果を学術図書としてとりまとめた（志賀・山本・早舩・
平野編著『地域森林管理の長期持続性』として，2023 年 10 月に出版予定）。 同書では欧州諸国
の森林管理 10 事例と日本の公有林管理 10事例・私有林管理 10事例の比較分析から森林管理制
度の特徴と地域ガバナンスの構築に向けた課題を明らかにした。また，スウェーデン，フィンラ
ンド，ドイツの PEFC 森林認証管理団体と認証取得組織の現地調査から欧州諸国の森林認証の展
開とグループ組織の特徴を指摘した（早舩学会報告・雑誌論文）。 
欧州各国の代表的森林管理・経営主体が地域における統合的当事者性を持ち，地域森林管理の

持続性を支えているのに対して，日本の森林管理・経営主体は，国・都道府県・市町村の行政セ
クターと財産区・集落，森林組合等による地域共同セクター，世帯・個人，森林組合・林業事業
体による私的経営セクターに分断され，その地域統合的な関係性が十分構築されていない。森林
管理に関するガバナンスの充実には，行政管理と地域共同管理，経営管理の重層性を前提とした
補完原則に依拠した統合的運用と各領域の当事者の特性に即応した連携の重要性を指摘した。 
戦後日本林政の起点となった制度形成と森林技術者，林政学者の関係をライフコース分析か

ら検討し，都府県民有林行政における森林技術者任用の歴史的推移と行政機構の推移を明らか
にした（山本学会報告・雑誌論文），市町村森林行政の業務実態と実行体制，担当職員の専門
性に関してアンケート調査等から検討した（石崎ら学会報告・雑誌論文）。さらに森林レクリ
エーション・スポーツ利用などの新たな森林利用と文化的価値の創生に向けた森林価値研究の
射程を検討した（平野学会報告・雑誌論文）。 
 
（4）本研究の総括的意義 
持続可能性に関する社会経済的研究は，国際社会が抱える複雑で長期的な問題に対して，人間

活動と自然環境が調和した循環的で持続可能な社会の構築を目指す研究として，国際的関心が
高い。地域森林管理の長期持続性に関する国際比較研究もその一翼を担うものと位置づけられ，
日本の森林管理に関する歴史と現状を国際的視点から把握するだけでなく，持続可能な森林管
理に関する地域実践の促進や課題解決への貢献が期待できる。 
森林管理制度論の方法的課題を図 2 に示した。学術的には歴史的制度論と社会的制度論及び

森林管理論を統合し，市場経済と制度・政策，地域・林業組織の相互関係に関する分析を深化さ
せ，森林利用に関する法制度と経済的・社会的視点を統合した森林管理制度の変化を明らかにし
た。地域森林管理の持続性を支えた要因として，森林所有・経営の形成過程と管理主体の社会経



済的存在形態，森林所有・管理主体と地域社会の領域安定性，持続可能な森林管理の構築への制
度・政策対応と地域実践の統合手法に注目し，①森林管理の国際的枠組みと地域実践の統合，②
年度単位の森林経営収支を現場管理に反映する事業・経営システム，③行政，地域組織の協働関
係の構築と組織・制度形成における当事者性の重要性を指摘した。 

 
図 2 戦後林政の克服に向けた森林管理制度論研究の方法 

 
地域ガバナンスの確立に向けて，公的・私的・共的セクターの各領域における中核組織の当事

者性とともに各領域が交差する境界領域において，その解決に向け知識・技術を有し，長期的射
程から地域課題の解決を推進できる人間関係を保持する組織・人材の重要性を指摘した。海外事
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おける段階的実践を通じて，森林管理制度研究の方向を確定していくことが重要となる。 
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